
富谷市告示第７５号

富谷市長　若　生　裕　俊

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の任免

ア　採用試験の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）（単位：人）

イ　職員採用の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）（単位：人）

1

上級・土木 1

上級・行政 2

職種 受験者 合格者

上級・行政 57 1

上級・保健師 13 3

上級・土木 5 1

上級・建築 5 1

上級・社会福祉士 1

社会人・行政 1

中級・保育士 10 0

中級・司書 44 1

初級・行政 25 2

初級・土木 1 0

初級・建築 1 1

社会人・行政 30 4

社会人・土木 1 1

社会人・建築 0 0

社会人・保育士 5 3

社会人・土木 1

社会人・社会福祉士 1

社会人・司書 15 1

計 217 23

任期付・運転手 3 2

任期付・交通政策

職種 人数

1 1
任期付・地域防災マネージャー 1

上級・保健師 1

中級・栄養士 3

初級・行政 3

計 17

社会人・保育士 3

　地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２第３項の規定により，富谷市人事行政の運営等の
状況について，下記のとおり公表します。

令和７年９月１１日
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ウ　職員の退職の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）（単位：人）

（２）職員数に関する状況（令和7年4月1日現在）（単位：人）

※（　）内は，富谷市定数条例の合計人数です。

２　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

定年退職 勧奨退職 普通退職 死亡退職 計

市長部局 5 0 11 0 16

教育委員会部局 2 0 1 0 3

公営企業(水道事業) 0 0 1 0 1

計 7 0 13 0 20

区分 部　　門 職員数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会（議会事務局） 4

総務（市長公室，企画政策課，財政課，総務課，防災安全課，市民協働課，市民課，会計課） 82

税務（税務課） 23

民生（長寿福祉課，地域福祉課，子育て支援課，保育所） 109

衛生（生活環境課，健康推進課） 26

農林水産（農林振興課） 7

商工（産業観光課） 12

土木（都市整備課，都市計画課） 27

小　　計 290

特
別
行
政

部
門

教育（教育総務課，学校教育課，生涯学習課） 51

小　　計 51

公
営
企
業
等
会

計
部
門

水道（上下水道課の一部･･･水道事業会計） 7

下水道（上下水道課の一部･･･下水道事業特別会計） 5

その他（税務課及び健康増進課の一部･･･国民健康保険特別会計　長寿福祉課の一
部・・・介護保険特別会計　等）

9

小　　計 21

合　　計
362

(383)

※職員数には市長等特別職及び議会議員は含まれておりません。

区分
住民基本台帳人口 歳　出　額 実質収支 人　件　費 人件費率 （参考）令和５年

度の人件費率（令和7年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
令和

６年度
52,452人 21,265,489千円 1,156,285千円 2,981,843千円 14.0％ 14.5％

区分
職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり給与費

Ａ 給　　料 職員手当 期末･勤勉手当 　　　　計　　Ｂ Ｂ／Ａ
令和

６年度
336人 1,161,671千円 222,860千円 494,223千円 1,878,754千円 5,591千円
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（３）職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和7年4月1日）

（４）職員の初任給の状況（令和7年4月1日）

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和7年4月1日）

（６）国との給料月額の水準比較（ラスパイレス指数）の状況　（各年4月1日現在）

（７）一般行政職の級別職員の状況（令和7年4月1日現在）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

技能労務職 57.1歳 256,341円 286,599円

一般行政職 41.8歳 309,418円 376,858円

※「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，調整手当，住居手当，時間外勤務手当などの諸手
当の額を合計したもので，期末勤勉手当や退職手当は含んでいません。

区　　　　分 富谷市 国

一般行政職
大学卒 220,000円 220,000円

高校卒 188,000円 188,000円

高校卒
（下限）

211,000円

中学卒
（上限）

224,500円

－
中学卒

（下限）
185,700円

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

技能労務職

高校卒
（上限）

236,600円

211,000円

一般行政職
大学卒 270,175円 * * 377,100円
高校卒 244,875円 該当なし 該当なし 383,767円

技能労務職
高校卒 該当なし 該当なし 該当なし *
中学卒 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

一般行政職 93.1 92.9 93.0 93.4 93.8

※ラスパイレス指数とは，国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指
数です。

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

標準的な職務内容
（具体的な職名）

主事
技師

主事
技師

主任主査
主査

主幹 課長補佐 課長 部長

職員数 55人 29人 25人 36人 34人 29人 8人

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

参考　1年前の構成比 25.6% 14.1% 11.4% 15.1% 15.1% 14.6% 4.1%
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（８）　職員の手当の状況【公営企業（水道事業会計）含む。】

　①　期末手当・勤勉手当

※（　）内は，暫定再任用職員に係る支給割合です。

　②　退職手当（令和7年4月1日現在）

　③　地域手当

富　　谷　　市 国

１人当たり平均支給額（令和６年度） １人当たり平均支給額（令和６年度）

1,468千円 －

（令和６年度支給割合） （令和６年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.50 月分 2.10 月分 2.50 月分 2.10 月分

(1.40) 月分 (1.00) 月分 (1.40) 月分 (1.00) 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階，職務の級等による
加算措置　　　【有】

職制上の段階，職務の級等による
加算措置　　　【有】

富　　　　谷　　　　市 国

自己都合 定年 自己都合 勧奨･定年

【支給率】 【支給率】

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分 勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分 勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分

勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分 勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分 最高限度額 47.709 月分 47.709 月分

【1人当たりの平均支給額　令和６年度】

11,781千円 （定年　21,100千円）

【その他加算措置】

定年前早期退職特例措置（3%～45%加算）

※退職手当の１人当たり平均支給額は，令和６年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績（令和６年度決算） 78,175千円

支給職員1人当たりの平均支給年額 217,758円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

仙台市 6％ 4人 6％

富谷市 6％ 355人 6％
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　④　時間外勤務手当

⑤　その他の手当（ア）　（令和7年4月1日現在）

　　　その他の手当　（イ）　（令和６年度決算）

令和６年度決算 令和５年度決算

支給実績
職員1人当たりの
平均支給年額

支給実績
職員1人当たりの
平均支給年額

64,987千円 226,435円 57,898千円 206,042円

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と異なる内容

扶養手当

１　配偶者　3,000円

同じ －

２　子１人につき11,500円

３　配偶者・子以外の扶養親族１人につき6,500円

４　扶養親族である子のうち，満15歳に達する日後の最
初の4月1日から満22歳に達する日以後の最初の3月31日ま
での間にある子1人につき5,000円加算

住居手当

１　借家・借間に居住している職員

同じ －

　ア　月額27,000円以下の家賃を支払っている職員
　　　【家賃】－16,000円

　イ　月額27,000円を超える家賃を支払っている職員
　　　11,000円＋（【家賃】－27,000円）／2
　　　（限度額28,000円）

通勤手当

１　交通機関の利用者

同じ ―

　【6か月定期券相当額】を4月及び10月に支給す
　る。
　（限度額:1か月当たりの運賃相当額150,000円）

２　自動車等の使用者

ア　普通自動車等の使用者
　　　使用距離（片道）により，2,000円～31,600円

イ　普通自動車等以外の交通用具使用者
　　　使用距離（片道）により，2,000円～31,600円

管理職手当 職及び職務の給により、31,000円～51,000円 同じ ―

手当名 支給実績
支給職員1人当たり平

均支給年額

扶養手当 20,477千円 215,552円

住居手当 22,730千円 280,618円

通勤手当 21,730千円 64,671円

管理職手当 25,428千円 518,939円

単身赴任手当 - -

休日勤務手当 - -
管理職員特別勤務手当 109千円 18,083円
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）職員の勤務時間（標準的なもの） （令和7年4月1日現在）

（２）年次有給休暇の取得状況（令和6年1月1日～令和6年12月31日）

※　総付与日数は，前年から繰り越された日数を含みます。

（３）時間外勤務及び休日勤務等の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（４）育児休業の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）　　（単位：人）

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数（令和6年4月1日～令和7年3月31日）　（単位：人）

（２）懲戒処分者数（令和6年4月1日～令和7年3月31日）　（単位：人）

５　職員の服務の状況

（１）職務専念義務免除の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

1日の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

7.75時間 午前8時30分 午後5時30分
午前10時から午前10時5分まで
正午から午後1時00分まで
午後3時から午後3時10分まで

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率

12,572日 4,412日 340人 13.0日 35.1%

時間外・休日勤務総時間 職員一人あたりの平均時間

29,836時間 98.8時間

男性 女性

新たに育児休業を取得した者 3 11

前年度から引き続いている者 0 12

計 3 23

降任 免職 休職 降給

勤務実績が良くない場合 0 0 0 0

心身の故障の場合 0 0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0

職制，定数の改廃，予算の減少により廃職，過員を生じた場合 0 0 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0

計 0 0 0 0

戒告 減給 停職 免職 計

法令に違反した場合 0 0 0 0 0

職務上の義務に違反した場合 0 0 0 0 0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0

区　　分 人数

厚生に関する計画の実施に参加する場合 182

その他特に必要と認めた場合 48

計 230
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（２）営利企業従事許可の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）　

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）研修の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日） （単位：人）

計 488

市町村職員研修所

タイムマネジメント研修
ぐんぐん伸びるコーチング研修 1
SNSを活用した情報発信力向上研修 1

区　　分 人数

営利を目的とする会社，その他の団体の役員，顧問，評議員及びこれに準
ずる職員の地位を兼ねる場合

0

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 7

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 2

計 9

主催 研修名 受講者数
【一般職員】入札談合の防止に向けた職員研修 108
【一般職員】管理職研修 29

富谷市

【一般職員】接遇研修 14

33
【一般職員】地方公務員法研修 43
【一般職員】接遇（クレーム対応）研修 12
【一般職員】メンタルヘルス研修 32

【一般職員】事務実務研修

【新規採用職員】市長講話 16
【新規採用職員】新規採用職員研修 17

【新規採用職員】年度末個別面談 17

【新規採用職員】接遇研修 17
【新規採用職員】事務基本実務研修 14
【新規採用職員】防災教育 14

新任税務職員研修

【新規採用職員】目標設定面談 17
【新規採用職員】事務レベルアップ研修Ⅰ 14
【新規採用職員】国家公務員との意見交換会 8

階層別研修（新採･一般職･監督者･管理者）

1

5

【新規採用職員】事務レベルアップ研修Ⅱ 13

52
市町村職員給与制度等研修会 2

6
契約事務研修 2
研修担当職員研修
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（２）勤務成績の評定の状況
所属長による勤務状況の判定（内申）による

７　職員の福祉及び利益保護の状況

（１）職員の福祉の状況

①健康診断の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）　（単位：人）

健康診断の種類

健康診断

胃がん検診

子宮がん検診

乳がん検診

大腸がん検診

前立腺がん検査

たんのう（腹部超音波) 検査

かくたん検査
骨密度測定検査
人間ドック
計

②ストレスチェックの状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）　（単位：人，％）

項目
受検者数
対象者数
受検率

③職員互助団体への公費支出の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

支給実績なし

④職員互助団体の福利厚生事業

概　　要

（２）職員の利益保護の状況（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

ア　勤務条件に関する措置の要求の状況　 なし
イ　不利益処分に関する不服申立ての状況　 なし

永年勤続 永年勤続給付
医療 入院見舞金
レクリエーションその他 研修活動の実施及び助成

167
123

1,150

374

受診者数

241

51

100

災害 災害見舞金

退会給付 退会給付金

人数，率

88

90

94

128

68

祝金 結婚祝金、出産祝金

弔慰金 職員弔慰金、家族弔慰金

項　　目

96.6
387
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別紙 公平委員会事務に関する令和６年度の業務状況 

 

１ 公平委員会の事務受託団体名 

    富谷市  

 

 

２ 業務の状況について 

(1) 職員の勤務条件に関する措置要求の審査、判定及び必要な措置（地方公務員法第８条第２項第１号関係） 

  ア 件数   ０ 件 

  イ 事案の概要 

事 案 名 
措置要求 
年月日 措置要求者 要 求 の 概 要 

処理年月日及び 
処理経過等 

     

 

 

(2) 職員に対する不利益処分についての審査請求に対する裁決、決定等 

   （地方公務員法第８条第２項第２号関係）  

  ア 件数   ０ 件 

  イ 事案の概要 

事 案 名 
審査請求 
年月日 

審査請求人 処分者 
処分の 
内容 

処分理由 
処理年月日及び 
処理経過等 

       

 

 

(3) 職員の苦情相談（地方公務員法第８条第２項第３号関係） 

  ア 苦情相談件数   ２ 件 

  イ 苦情相談の概要 

受付年月日 相談方法 相談区分 処理区分 備 考 

①R6.12.16 

②R7.3.5 

①電話 

②電話 

①勤務条件・服務関係 

②任用関係 

①当局への伝達 

②制度説明及び助言 

 

 

 

(4) 管理職員等の範囲の指定（地方公務員法第 52 条第４項関係） 

  ア 管理職員等の範囲を定める規則（宮城県人事委員会規則 11－２）による指定の有無 

      有り  

  イ 管理職員等の範囲の変更件数   ０ 件 

 

 

(5) 職員団体の登録、変更登録、登録取消等（地方公務員法第 53 条） 

  ア 職員団体の登録数   ０ 団体 

  イ 職員団体の登録状況 



職員団体の名称 登録年月日 事務所の 
所在地 

法人となる 
旨の申し出 

年度中の変更
登録状況 

備 考 

      

 

 

(6) 公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に係る審査請求 

   （公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律第５条、地方公務員法第８条第２項第４号） 

  ア 件数   ０ 件 

  イ 審査請求の概要 

事 案 名 
審査請求 
年月日 審査請求人 

補償の 
実施機関 

審査請求の 
内容 

処理年月日及び 
処理経過等 

      

 

 

 (7) 再就職者から依頼等を受けた職員による届出（地方公務員法第３８条の２第７項） 

  ア 件数   ０ 件 

  イ 届出の概要 

受付年月日 依頼等の行われた日時 依頼等の内容 備 考 

    

 

［富谷市］


